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１．講義の概要 

 本講義は、環境経済学の理論的展開から具体的な環境問題および環境政策への応用まで包

括的に論じる。特に、環境政策の基本的な類型（直接規制・CAC、市場的手法・MBIｓ、自

主的手法・VA）とそれぞれの特徴について論じるとともに、費用便益分析（CBA） や便益

評価などの政策評価の基準や方法について論じる。 

 キーワード：環境経済、環境政策、費用便益分析、環境の価値評価、プロジェクト評価、

政策評価、評価論 

 

２．講義日程 

第 1部 環境政策の基本的類型と環境問題 

1.  イントロダクション（環境問題と環境政策：大気汚染対策） 4/06 

2.  環境政策の類型：直接規制 4/13、4/20 

3.  環境政策の類型：市場的手法 4/27、5/11 

4.  環境政策の類型：自主的手法 5/18、5/25  

5.  環境問題と環境政策：地球環境問題 6/01 

第２部 環境政策の評価 

6.  費用便益分析  6/08、6/15 

7.  環境の経済的評価 6/22、6/29 

8.  環境政策の評価基準と評価方法 7/06、7/13 

第３部 まとめ 

9.  まとめ・試験 7/20 
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４．環境経済・政策学ガイダンス 

（１）環境問題と環境政策 

環境問題の評価（被害・社会的費用の大きさ）→環境問題の構造・メカニズム→政策設計→ 

政策選択（費用便益分析など）・政策決定過程→政策実施→政策評価 

環境問題の類型：グリーン、ブラウン、地球環境問題 

        貧困型、工業型、消費型 

 

 

（２）公共政策と環境政策 

市場の失敗：独占、公共財（非競合性、非排除性）供給、外部性 

経済的規制と社会的規制 

社会的規制と外部不経済 

社会的規制：交通規制、食品規制、医薬品規制、環境規制 

 

新たな方向 

総合的リスク管理：健康リスクと生態リスク 

市場の失敗、政府の失敗→ガバナンス 

図 1 経済成長と環境問題の類型 
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（出所）松岡（2004）、原図は Bai 他(2000)。  


